浦添市・企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）にかかる確認書


沖縄県浦添市に対する企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）による寄附について、以下の事項について確認しました。

（以下の事項について、確認しましたら□に✓印の記入をお願いします。）
☐　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団及びその利益となる活動を行う団体ではありません。

☐　寄附を申し込む日の属する事業年度内において、浦添市まち・ひと・しごと創生推進事業のいずれかの事業の企画・立案に関する業務の受注はしていません。
※受注している場合は、企画・立案に関わっている事業名を記入してください。
（事業・業務名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

☐　「浦添市・企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）にかかる確認書　説明事項」について理解し、了承しました。


浦添市長　殿

	令和　　年　　月　　日

	法人名
	

	所在地
	

	確認者
	所属名・役職
	

	
	氏名（ふりがな）
	









浦添市・企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）にかかる確認書
説明事項

１　企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）について
⑴　税の優遇措置が適用されるためには、外国法人を含め「青色申告書」を提出していることが要件となります。
⑵　税の優遇措置が適用されるためには、本社が浦添市外に所在していることが要件となります。この場合の本社とは、地方税法上の「主たる事務所又は事業所」を指します。
⑶　寄附を行うことの見返りとして、寄附企業が経済的な利益を受けることは禁止されています。
（例）寄附の見返りとして補助金を交付する、寄附を行うことを入札参加要件とする　等
⑷　税の優遇措置においては「法人住民税」「法人税」「法人事業税」の各税に控除限度額（上限）が設定されており、当該限度額を超過した寄附額は税額控除の対象外となります。
⑸　税の優遇措置の適用を受けるためには、当市が発行する「受領証」が必要となります。税の優遇措置は、「受領証」に記載する「寄附年月日」が属する事業年度に適用されます。ご理解の上、ご寄附ください。

２　寄附金の活用について
寄附金は、「浦添市地域再生計画」に記載されている４つの事業（浦添市まち・ひと・しごと創生推進事業）を推進する事業に活用します。事業内容をご理解の上、ご寄附ください。

３　寄附における注意事項について
[bookmark: _GoBack]⑴　令和７年度の制度改正により、ご寄附について「公表を希望しない」場合でも寄附対象事業と寄附企業（関係企業を含む。）の関係性によっては、企業名を公表させていただくことがあります。
⑵　口座振込による納付の場合は、振込手数料は寄附企業のご負担となります。ご了承ください。

４　寄附に伴う恩恵（ベネフィット）について
企業版ふるさと納税に対する当市からの謝意として、禁止事項に該当しない恩恵（ベネフィット）を寄附金額に応じて設定しております。ベネフィットの提供については、ご寄附後に確認させていただきます。


